
別紙（10－3）

番号評価方式

ほか復興庁一括計上分＜0＞

義務教育に必要な教職員の確保

1,557,528,000

ほか復興庁一括計上分 2,166,000 

＜0＞

政策名

25年度

政策評価結果の概算要求
への反映状況

【評価結果を踏まえた施策への反映方針】
今後の教職員等指導体制の在り方については、平成25年度予算編成過程における文科省・財務省合意に基づき、平成25年度全国学力・学習状況調査
等を活用し、効果検証を行いつつ、引き続き検討するとされたことを受けて、現在、義家大臣政務官を主査とする検討チームを省内に設置し、具体
的な方策の在り方について検討を行っているところ。本検討チームは、教職員等指導体制の在り方のほか、教員の資質向上、メリハリある給与、学
校の組織運営の改善などについても一体的に検討しており、８月下旬に取りまとめ予定の検討結果を踏まえ、平成26年度概算要求において適切に対
応していく予定である。

＜0＞

＜0＞

＜0＞

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 2,146,000 

ほか復興庁一括計上分＜0＞

1,540,390,000

実績

26年度概算要求額

16

1,566,649,000

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

当 初 予 算 （ 千 円 ）
＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分 2,164,000 

0

ほか復興庁一括計上分△2,000 

＜0＞

1,487,872,000

△ 11,640,474

ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞

1,593,767,000

23年度 24年度22年度

ほか復興庁一括計上分2,075,000 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞

0 0 0

ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞ ＜0＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

計 （ 千 円 ）

1,593,767,000 1,566,649,000

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

0

1,545,887,526

＜0＞ ＜0＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

執行額（千円）

1,559,350,781 1,547,102,322

予
算
の
状
況

補 正 予 算 （ 千 円 ）

ほか復興庁一括計上分2,120,210 

＜0＞ ＜0＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

1,529,776,027
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 義務教育に必要な教職員の確保 16

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
25年度

当初予算額
26年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

義務教育費国庫負担金 義務教育費国庫負担金に必要な経費 1,487,872,000 1,540,390,000

教育・科学技術等復興政策費 義務教育費国庫負担金に必要な経費 2,075,000 2,146,000

小計
1,489,947,000 1,542,536,000

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
1,489,947,000 1,542,536,000

の内数 の内数

の内数 の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 16
（千円）

25年度
当初
予算額

26年度
概算要求額

増減

政策評価調書（個別票3）

政策名 義務教育に必要な教職員の確保

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容

合計


